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1．はじめに

　新メガの相次ぐ刊行によりマルクス理論の隠された部分が徐々に明らかに

されつつある。しかしながら，たとえ新メガの刊行が完結したとしても，そ

こには草稿集であるが故の一定の限界も依然として残らざるをえないであろ

う。それどころか，未整理・未完成の叙述の参入により混乱が増幅すること

すら有り得るであろう。

　古典の整合的解釈は，考古学に似た面を持っており，それは喩えるなら

ぽ，発掘された土器の断片を基礎として復元作業に携わる営みである。ある

いは，それは正解なきジグソー・パズルにも喩えうるが，一定の仮説的原理

なしにはそれなりの解答を引き出しえないものである。枝葉末節的な要素を

排除しつつ本質的な問題経路を追跡し，その後で説明可能な問題構成を作り

上げる。その操作が論理整合的になしえた後に，始めて論じうるに足る問題
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形式が完成し，したがってそこに一定の解答も算出しうる余地が生まれるの

である。相も変わらず「上向法」，「発生論的方法」などの決まり文句をその

内包と外延とを明確に定義せずに使用しそれをもってなんらかの根拠とする

論者が散見されるが，そのような用語法は単なる虚仮威し以外の何ものとも

なりえないであろう。

　上述からも明らかなように，特に古典の解釈においては絶対的な斉一解な

どまず期待しえないのであって，たかだか解釈者の提出した仮説がどれだけ

の蓋然性を持つか，どれほどの尤もらしい説明力を有しているか，の争いに

しかなりえないのである。だからこそ悪無限的ともいえる解釈論争が，その

関数型と比例定数とは問題の性質により様々であるとはいえ，論者の数に比

例的に発生しうるのであり，しかもその成果が進化論的に継承される保証は

どこにもないおけだから，十年一日の如き論争のキャッチ・ボールが飽きも

せず繰り返されたとしても何の不思議もないのである。

　さて，以上のような同一学派小集団内の論争ゲームのマルクス古典解釈分

野において，ここ10年程の間ほとんどと言っていいほど取り上げられなか

ったテーマがある。それが，商業費用bについての困難な問題（実は，そ

の問題は，本質的には，商業費用z＝K＋bが一般的利潤率に算入された場

合の総商業価格が補填価格に等しい額だけ総価値を上回ることによる困難で

あるのだが）である。

　ところが，例外的に和歌山大学の鶴野昌孝氏のみは，筆者と同じくほぼ

10年以前より，この問題について一定の見解を発表し続けてこられた。し

かも，氏は特定の学派内に閉じ籠もることなく，あくまでも一個人としてマ

ルクス文献と対峙してこられた。その学問的態度に対しては，本来当然のこ

ととはいえ，稀有のものと思われるだけに賛意を表しておきたい。この度，

氏のこれまでの集大成が昨年秋（1988年11月）に，『商業資本と経済学』（梓

出版社）として刊行された。

　筆者は，かつて旧稿1）においてこの問題に関する当時の氏の見解を批判し
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たことがあるが，氏は何故か大家然として沈黙を維持されたままであった。

　そこで，氏の新著刊行を機に，問題をポレミカルに再構成し氏に対して真

正面からの論争を挑みたい。

　まず，今回の新著について再三再四熟読した結果とりあえず次の諸点が言

いうるのではないかと思われる。

　第1に，氏が本著のrはしがき」で述べている氏自身のモットーとしての

「原典を大切にする研究の姿勢」2）が十分に貫徹されていないこと。すなわ

ち，故意によってか過失によるかは定かではないが，問題の解明にとっての

最重要箇所の解読が手付かずのままであったこと。

　第2に，この問題を解明するためには『資本論』の当該箇所についての文

言のみの解読では不十分であり，特に『経済学批判要綱』3）（以下，r要綱』と略

称），新メガII／3・54）（邦訳『資本論草稿集⑧』：以下，『草稿⑧』と略称）の関連箇

所と『資本論』との比較吟味が必須であると思われるにも拘らずそれを怠っ

ていること。

　第3に，氏は「ローゼンベルグ説」5）に依拠して当該問題の解釈をされて

いる。それはその限りにおいて自由であるが，ローゼンベルグと同じく「存

在」と「当為」とを混同し，結果的には在りもしない問題を作り上げてしま

っていること。

　ローゼンベルグの当該問題に対する基本的立場は，「卒然とこれを読むと，

マルクスは提出した問題を解決せずに終わったかのような印象をうける。

…… とはいえ提出された問題は根本的には解決されている」6），というもの

である。つまり，どのような問題がどのように解決されたかについての問題

構成の明示をすることなく，ただやみくもに「マルクスが解決していないは

ずがない」という信仰にも似た忠誠心によって肯定的な断定を下しているの

である。我々が古典と対峙する際，厳に戒めなけれぽならないのは，このよ

うな安易な態度である。我々は聖書の訓詰解釈に携わっているのではないの

であって，もっと冷徹なリアリズムを貫かなけれぽなるまい。
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　確かに，古典解釈においてはその著者が生存していないだけに推理力・想

像力がその営みにおいて大きなウェイトを占めるであろう。とはいえ，問題

構成要件と論理的序列を鮮明にすることのない「……のはずである」，「……

であるべきである」というベキ・ハズ論からは最も疎遠でいなけれぽなるま

い。鶴野氏は，多少ローゼンベルグ流の安直なべキ・ハズ論に汚染されすぎ

ておられるようである。

　以上3点がさしあたって新著から受けた印象であるが，これは厳しすぎる

見方かも知れない。勿論，氏のユニークな視点については評価に値するとこ

ろが数多存在することは言うまでもなく，そのことについては以下の諸章で

明らかにされるであろう。

　尚，本稿では氏の最も独自な観点からの解釈が見られる前掲書第3章「純

粋流通費用」における諸論点についての批判に限定し，商業資本自立化につ

いての問題，一般的利潤率の補足的均等化の方法に関わる問題（鶴野氏流に

言えぽ，第III巻第II篇と第IV篇との接続のさせかたの方法に関わる問題）

については鶴野氏以外の諸論者の見解についても触れねぽならないので，続

稿において取り上げることとしたい。

　筆者の見解に対する鶴野氏の真正面からの反論を切に要望するものであ

る。

II．論争のための諸仮定の明確化

　筆者は，拙著『マルクスの商業資本論』（法律文化社：1987年干‖）第3章にお

いて当該問題についての詳細な解析を試みた。鶴野氏の新著の見解批判にあ

たっても拙著での内容と重複する点が多々あるかとも思うが止むをえないと

ころであろう。尚，本稿での商業資本とは商品取引資本としての商業資本

（＝卸売商業資本）であり，小売商業資本については捨象する。したがって，

商品取引資本家は産業資本家から仕入れた商品を直接に消費者（生産的消費
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者および個人的消費者）7）へと転売するものとする。

　　　　　　　　　II一①．本稿で使用される諸記号

　まず，紙面節約のために本稿で使用する諸記号の特定化をしておこう。

〈すべての場合に共通のもの＞

　k　…総産業資本量（二不変資本c十可変資本v）

　m　…総剰余価値

〈商業資本が全面的に流通過程を担当する商業資本自立化以後に関するも

の〉

B
2
K
b
－
ρ

V

…商品買取資本

…商業費用（＝K十b）

… 「不変資本」としての商業費用

… 「可変資本」としての商業費用

…搬的利癖一k＋裟＋。（肝カミ翻余価値のみで・鍋が社

　　　　　　　　　　　　　会的総資本のこの計算式を，以下に

　　　　　　　　　　　　　おいて「定義式」と呼称する。）

…
鱗資本の回轍一半（≧1）

…
1回転当りの商業価格；B＋⊥｛（B＋z）p「＋z｝

　　但し，ここでは簡単化のために商業資本家がBの「価値の全

　量でまず商品を買い，次いでこれを売るという……回転のみをな

　す」8）もの，と仮定しておく。

ΣV…総商業価格＝n・V＝fe（1＋p’）＋（B＋z）p’＋z

VM…マルクス独自の商業価格表現（回転数を省略したVとΣVとを

　　　混同したもの）
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　　　例えぽ，VM＝B＋Bp「＝100＋18＝118は，正しくはΣV＝B・n＋

　　　BP’＝k（1＋p’）＋BP’と読み替えるべきものである。したがっ

　　　て，VM＝B＋（B＋b）p’＋bという場合のものについても次のよ

　　　うに読み直す必要がある。

　　　　　ΣV＝B・n＋（B＋b）p’＋b

　　　　　　　＝ん（1十p「）十（B十b）p「十b

　　　　　　　＝le寸m十b

　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻　　　　　　　　　　　　但し，P’＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　ん十B十b

B1…いおゆる「困難な問題」が提起されている箇所に独自のものであ

　　　り，商業賃労働者を1人も雇用しない多数の小規模分散商人が流

　　　通過程を全面的に担当した場合の総商品買取資本量。

Pi’…上の場合（b＝0）の一般的利潤率。いわゆる「困難な問題」は，

　　　b＝0の場合とb＞0の場合との比較において提起されているも

　　　のであるが，b＞0の場合の一般的利潤率等についての諸記号は

　　　上であげたものを使用する。

〈産業資本家が自らの商人である場合，すなわち産業資本が商業資本に流

通過程を任せない場合についてのもの＞

　B。…生産継続準備金

b
o
Po’

…純粋流通費用（＝Ko十bo）

・・ 「不変資本」としての純粋流通費用

… 「可変資本」としての純粋流通費用

・総産業資本が自ら流通過程を担当した場合の一般的利潤率

　　　　　　
　　　k十Bo十4

　ΣV。…産業資本が自らの商人である場合の総販売価格

　　　　　＝k（1十Aつ十（Bo十為）A’十2b
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一般的利潤率と商業価格（1）（但馬）

II一②．『資本論』第m巻第17章の展開構造

　さて，問題を論ずるにあたって肝要なことは第lll巻第17章の文章構造を

明確にすることである。筆者は，第17章は内容的に〈第1表〉のように11

の部分に分けうると考える9）。

　　　　　　　　　　　　　〈第1表〉　第17章の各部分

部　　分
『資本論』（M．EW．）

　　原書ページ

マルクス＝エンゲルス全集刊行委員会訳

　　『資本論』④，大月書店，頁数

〔部分①〕
S．292～S．299，7行目

　　　　　　　“letzern”まで
352頁～360頁13行目
　　　　　　　「・・…・するだけである」まで

〔部分②〕
S．299，7行目“Dies”～

　　　　S．300，下から17行目
360頁13行目「とはいえ，・…」～

　　　　　　　　　　　　　362頁6行目

〔部分③〕
S．300，下から16行目～
　　　　S．300，下から11行目

362頁7行目～362頁10行目

〔部分④〕
S．300，下から10行目～

　　　　　　　S．302，2行目
362頁11行目～363頁最終行

〔部分⑤〕
S．302，3行目～

　　　　　S．302，下から6行目
364頁冒頭～365頁1行目

〔部分⑥〕
S．302，下から5行目～
　　　　　　　S．303，12行目

365頁2行目～365頁11行目

〔部分⑦〕
S．303，13行目～

　　　　　S．303，下から9行目
365頁12行目～366頁3行目

〔部分⑧〕
S．303，下から8行目～
　　　　　S．309，下から6行目

366頁4行目～373頁後から2行目

〔部分⑨〕 S．309，下から5行目～
　　　　　　　S．311，14行目

373頁最終行～375頁11行目

〔部分⑩〕 S，311，15行目～S．312，7行目 375頁12行目～376頁最終行

〔部分⑪〕 S．312，8行目～章末 377頁冒頭～章末

　第17章が何故に11の部分に分割しうるかの根拠については，拙著『マル

クスの商業資本論』第2章を参照していただきたいが，簡単には〈第2表〉

（後述）との絡みにおいて説明する。

　第17章の表題は「商業利潤」であるが，この章におけるマルクスの主題

は次の3点であると思われる。
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　第1は，近代的商業資本の獲得する商業利潤は，流通過程での商人の恣意

的な価格追加によって生じたもの（譲渡利潤）ではないということが，「利

潤の生産」には関係しないが，「利潤の分配」に参加する資本としての商業

資本の一般的利潤率への補足的均等化を通じて明らかにすること，である。

　第2に，総商業資本（＝B＋z）は，産業資本が自らの商人であった場合に

売買過程のために必要であった総資本（＝「流通過程の資本」という表現を

してもいいだろう）＝（B。＋a。）を短縮するものとして自立化したというこ

と。すなわち，商業資本は，ヵ。’〈グを達成させうる限りにおいて自立化し

たということ，である。言い換えれぽ，「もし〔流通過程の資本が…但馬〕減

少されるということがないとしたら，商業資本はなんの役にも立たない」10）

のである。

　第3に，上の2点との絡みにおいて，総価値（したがって総剰余価値）一

定のもとで価値の商業価格への転化ならびに剰余価値の商業利潤への転化を

説明することである。言い換えれば，「等しい大きさの諸資本が等しい利潤

をもたらすという現象に対する諸商品の価値規定の関係」11）を商業資本の介

入による補足的説明の中で展開することである。そのことは，「価値とその

法則とを基礎として」12）商業利潤や商業価格の「存在Bestehenそのものを

把握するbegreifen」13）ということであり，そうでなけれぽ「それらの存在

そのものが無意味で不合理なものsinlose　Absurditatになってしまう」14）の

である。

　『資本論』第lll巻第IV篇の段階では，「価値を持たないのに価格を持つ商

品という例外Ausnahme」15）が存在しないのだから，「どの価格も価値に還

元されうるreduzierbarものでなけれぽならない」16）ことは当然のことであ

る。ここで，「流通時間は価格を規定する時間としては現れない」17）のであ

るから，流通内での費用・操作を原因として形成される商業価格（商業利

潤＋商業費用の補填価格）は，それらの「価格構成部分の源泉としての諸

商品の総価値」18）に，一般的利潤率という価値規定の価格規定へのコンバー
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ターとでもいうべきものを介して，過不足なく接続されねぽならない。以上

が第17章におけるマルクスにとっての第3の課題である。この場合，価格

の源泉としての諸商品とは，商業資本によって転売される商品資本総量に等

しいのであるが，この内実については鶴野氏との論争点の1つでもあるので

詳細は後述する。

　さて，以上において第17章におけるマルクスの主要課題を確認したので，

次に前掲の第1表での部分分けを利用して第17章の問題展開構造を〈第2

表〉として図表化しておこう。

〈第2表〉　第17章の展開構造

z（le）＞0の場合の叙述

z（為）＝0

の叙述

K（K。）とb（b。）とを無

区別的に価格規定を与

えている。

Kとbとが差別的扱の
価格規定。b＝0の場合
とb＞0の場合との比
較が中心である。

商業資本が全面的に流通過

程を担当（自立化）の場合
〔部分①〕 〔部分S〕 〔部分x〕

〔部分⑤〕 〔部分⑥〕
産業資本家が自らの商人と

して全面的に流通過程を担

当する場合 〔部分⑨〕

…本表・お・・－1熟1：1塁寡監露③1＋㈱⑦〕

　〈第2表〉において〔部分⑩〕と〔部分⑪〕の2部分が省略してあるのは，

この2つの部分が前述の第17章におけるマルクスの3つの主要課題にとっ

て重要な関連性を有さないからである。

　1868年4月30日付のマルクスのエンゲルス宛の書簡で述べられている

「利潤率の展開方法」19），第17章の〔部分①〕における「商人資本の介入によ

る利潤の補足的均等化」20）についての「科学的分析の道程der　Gang」21）等か

ら明らかなことは次の諸点であると思われる（もっとも，これらについても

鶴野氏との論争点の1つであるが，詳細は続稿において論ずる予定である）。
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　第1。『資本論』第III巻第1～III篇においては，「生産過程の資本」のみ

が問題とされていたということ。つまり，価値創造過程に携わる産業資本間

の競争による利潤率の均等化と生産価格規定が問題にされていたのである。

そこでは，資本の有機的構成と回転期間という利潤率における2格差要因が

例示されてはいたが，主として前者にウェイトを置いての解説がなされてい

た。しかし，それでは回転期間の要因が無視されていたかというとそうでは

ないであろう。但し，そこでの分析対象は，価値創造という核心により近い

場面での資本（＝産業資本）に限定されていたということに留意しなけれぽ

ならない。すなわち，核心からの疎遠（外在，疎外）化を次第に深めていく

という物神性的諸観念の成立過程を核心からの遠心的分離という同心円的な

資本の参入方式とでもいうべき特殊な方法によって説きそのことによって

「競争のうちに現われ，そして生産担当者自身の普通の意識に現われるとき

の形態に，一歩一歩近づく」22）アプローチを分析的に提示するのがマルクス

の意図なのである。そのために採られた特殊な仮定が，第1～m篇では価

値創造になんら寄与しない資本すなわち産業資本が自らの商人である場合の

「生産継続準備金B。」，「純粋流通費用fO」を捨象するというものである。売

買過程（流通期間）は存在するが，その過程のために費消される資本はゼ・

と仮定されているのである。

　第2は，商業資本の自立化がすでに第1～III篇のいわゆる「利潤論」に

おいて前提されていたということである。そのことは，第17章の「そのも

のとしての商業資本が，当時〔第III巻第II篇…但馬〕はまだわれわれには，

存在していなかった」23），という叙述や第12章の「われわれは，ここでは

まだかかわる必要のない商人資本をなおしぽらく考慮外におく」24），という

叙述等の『資本論』第HI巻のもの，および『資本論』第II巻第6章の「商

人資本の機能によって一つの幻想Illusionが入ってくる。しかし，それに

はまだここでは詳しく立ち入らない」25），というもの等によって推測される

ことである。したがって，「利潤論」で捨象されていた売買過程のために投
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般的利潤率と商業価格（1）（但馬）

下される資本が，第IV篇では商業資本による流通過程の全面的担当という

自立化が前提されているため，商業資本が当然それらを前貸しするものとし

て叙述が開始されているのである。

　以上の2つの特殊事情の存在を念頭において第17章を読まねぽ，商業資

本の自立化によって一般的利潤率が低下するのはおかしい，とか，「利潤論」

で売買過程の資本の一般的利潤率への算入が説かれるべきであった，などと

いう批判をすることになるのである。

　〈第2表〉からも明らかなように，第17章の叙述は商業資本自立化を前提

してのもの（太矢印経路）が主流であるので，そこでは商業資本の非価値創造

的側面が強調され一般的利潤率を低下させる点が説かれているのである。そ

こにおいては，商業利潤の根拠にしてもあたかも売買機能に携わることその

ものであるかの如き説き方となっている。それ故に，商業資本自立化の根拠

と商業利潤の根拠とは異なるという理解が生じたのであろうが，自立化を前

提した叙述に自立化の根拠規定を求めることは誤りであるし，商業利潤の根

拠にしても自立化論を展開する過程の叙述にそれを求めるべきであろう。す

なわち，自立化論は産業資本の販売部門と商業資本との売買競争において説

かれるのが当然であり，その競争過程での勝者が商業利潤を獲得するのであ

る。

　第17章で曲がりなりにも自立化論が説かれているのが，〈第2表〉での

〔部分①〕と〔部分⑤〕との対比と〔部分S〕と〔部分⑥〕（正確に言えば

〔部分⑦〕と〔部分⑥〕との対比であるが，〔部分②〕と〔部分⑦〕とは商業

費用が一般的利潤率に算入された場合の商業価格規定を与えているという点

で，しかもKとbとを差別的に扱うことなくその補填価格について名目的

価値を形成する価格要素としている点でも同一であるので，内容的に1つの

ものと見うるということで〔部分S〕として一括した。但し，〔部分②〕で

は生産的流通費用について触れているが，〔部分⑦〕ではそうではない，と

いう微差がそこには存在するが。また，〔部分④〕も商業費用を一括して取
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り扱っているので〔部分S〕の中に組み込んである）との対比においてであ

る。

　前者において，商業資本の自立化によりB。＞Bが達成されることによっ

て一般的利潤率が上昇する’ことがいわれ，後者においては，同様に商業資本

の自立化によるゐ＞zによって一般的利潤率が上昇することがいわれてい

るのである。結局，この2つにより，（B。＋2。）〉（B＋z）が社会的に実現さ

れることによってPo’〈p’が成就し，そのことにより商業資本は自立化の

根拠を獲得し，商業利潤の根拠を得る。このように解釈しうるのである。

　問題は，商業価格規定にある。商業資本が全面的に流通過程を担当すると

いう自立化前提のためか第17章では，〔部分①〕と〔部分⑦〕（〔部分②〕で

も事実上は商業価格規定が与えられているのだが，具体的な数字がないため

に誤解をされる可能性がある。この点については後述する）の2箇所でしか

一般的利潤率と総商業価格の具体的数字が与えられていない。このことか

ら，産業資本が自らの商人である場合の諸規定が軽視されがちであるが，一

般的利潤率と総商業（販売）価格規定については，自立化以前も以後も同質

的であるのだから，投下資本の量においての差異こそあれ他の面では異なる

ところはないはずである。

　ところが，第17章において，マルクスは産業資本が自らの商人である場

合の叙述（〔部分⑤〕，〔部分⑥〕，〔部分⑨〕）において，一般的利潤率の計算

例（または計算方法）を与えているが，総販売価格の具体例を残していな

い。これは，z＞0の場合，商業費用の補填価格が総価値をその分に等しい

額だけ上回ってしまうという総商業価格に関する困難な問題を「商人資本の

幻想」に関わる問題として，または「商業資本に特有なeigenttmlich諸現

象」26尼して展開・説明されることになっている文章構造・体裁のなさしめ

るところであって，本質的・理論的には自立化以前と以後には価格規定（し

たがって一般的利潤率への算入問題）における差異は何もないはずである。

その点マルクス自身が混乱しているのである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般的利潤率と商業価格「1）「但馬）

　実際，『草稿⑧』，『要綱』においては，純粋流通費用4＞0の場合の総販

売価格規定において『資本論』と同様の困難に逢着している（その点について

は後述）のであって，このことからも『資本劃における叙述内容に微細に

わたって拘泥しないように注意する必要があるのである。

　さて，以上の諸点に留意しつつ，一般的利潤率と商業価格に関わる問題に

ついて見ていこう。

　まず，マルクスは，〔部分①〕においてB＞0，z＝0を仮定した上で，　B

が一般的利潤率に算入されないとしたらこの場合の商業的価格追加分BP’

が純粋名目価値（商品の価値Realwertに還元されえない価格成分という意

味における筆者の造語）27）となってしまうという不合理な結果となる，とい

う。したがって，Bは一般的利潤率に補足的に介入し，ΣV＝〃＋m＝1080

となり，商人は転売する総商品資本をその価値通りに消費者に対して販売す

ることになる，とするのである。

　次に，B＞0，　z＞0の場合はどうか？

　商人の転売する商品資本総量は以前と同じであり，その総価値はk＋m

である。

　マルクスはここで一般的利潤率を，追加資本zの登場により次のように

計算する。

　　　　　m　　pt＝
　　　　k十B十z

・の率は・産難本・・自らの献である場合は・　P・’－di＋。であり’

しかもBo＞B，4＞zであるから，商業資本の自立化はp’〉ヵ。’という社

会的メリットをもたらしたことになる。

　問題は総商業価格が次のようになっていることである。

　　ΣV＝k（1＋P’）＋（B＋z）獅＋z

　　　　＝k十m十z＝Totalwert（＝k寸m）十Reinnominalwert（＝z）

　すなわち，マルクスはここで総商業価格を転売総商品資本の総価値を商業
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費用に等しい額だけ上回った価格に設定しているのである。つまり，総価

値く総商業価格となっているのであり，その事態を一見して肯定的に叙述し

ているのである。

　マルクスは，〔部分①〕で，Bが一般的利潤率の分母に算入されないという

前提（仮定）がΣV＝Totalwert（＝fe＋m）＋Reinnominalwert（＝Bp’）と

いう「総価値＝総販売価格という鉄則」に反する不合理な結論を導出し，そ

こで原因としての前提を否定し，Bをp’計算式の分母に算入する，という

背理法的論証を実行していた。

　にも拘らず〔部分S〕では，「総価値＝総販売価格という鉄則」に反する

事態が現出していながらそれを否定していないのである。

　ここでのマルクスの文章を全肯定文と読む限り，当然，反論が巻き起こ

る。ローゼンベルグを始めとして，宇野弘蔵，森下二次也，山口重克氏等の

論者が疑問を表明してきた。そして本稿での主役たる鶴野昌孝氏もそうであ

る。

　これに対して，マルクスの叙述はマルクスであるが故に正しいとするマル

クス教信者とでもいうべき井田喜久治氏を始めとする諸論者は強引にこの不

条理を弁護しようとしてきた28）。

　しかし，ここでのマルクスは，実は，「定義式としての一般的利潤率計算

式という鉄則命題」と「総価値＝総価格という鉄則命題」との無矛盾的併立

という課題に直面していたのであり，しかもそれが果たせないが故に肯定文

の体裁を採らざるをえなかったのである。いわぽ，暫定的立言である。

　〔部分S〕が上のような含意を持った文章であることは，次の2つの事実

が立証されたからこそである。単なる憶測ではないのである。

　第1は，商業費用（純粋流通費用）＞0の場合の総販売価格に関する規定

を説いた文章の実在であり，それは内容的には総販売価格が流通費用に等し

い額だけ総価値を上回るというものであるのだが，「一見肯定実は否定」の

体裁をとっているものなのである。但し，それは，Bo＞0，　K。＝0，　b。＞0が
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般的利潤率と商業価格（1）（但馬）

仮定された場合のものであり，『要綱』に実在するものである。

　第2は，内容的に〔部分S〕に続く〔部分x〕（それは，〔部分③〕と〔部

分⑧〕とを合併したものである）で提起されている問題の含意である。すな

わち，そこで問われているのは定義式という鉄則命題を固守したままで，商

業価格構成要素の内，価値に還元しうる価格要素を非困難，価値に還元しえ

ない価格要素を困難とするものである。何故にそのような問題形成が可能で

あったかといえぽ，本来無差別的であるはずのKとbとの補填価格が，前

者は現物形態としてはそれ自身Realwertを有するのに，後者は，実存形態

としては生きた労働力でありそれ自身としてRealwertを持たないという差

異に注目することによってである。かくして，次のような差別化が成立す

る。

　仔）B＞0，K＞0，　bニ0の場合［個人経営商業資本の場合］

　　　ΣV＝Realwert（＝k＋m）＋Realwert（＝Kの前もって存在する価値

　　　　　　の移転分としての価格）

　（ロ）B＞0，K＝0，　b＞0の場合［商業賃労働者を雇用した商業資本の場合］

　　　ΣV＝Realwert（＝fe＋m）＋Reinnominalwert（＝b）

　〔部分x〕での難解な諸表現が論じられる時，bの補填価格についての困

難な問題のみが取り上げられるのだが，実は，上記の任）の形においてKの

補填価格が非困難とされたからこそ，（・）においてbの補墳価格が説明不可

能な困難な問題となったのである。つまり，〔部分S〕ではKとbとはとも

にReinnominalwertとしての補填価格となりその点が否定されていないと

いう不可解な所があるとはいえ，価格規定は曲がりなりにも貫徹されてい

た。ところが，〔部分x〕のげ）を説明する箇所では，価格規定の中に価値規

定が混入しているのである。価値創造をなしえないはずの商人労働によって

Kの価値移転がなされ，そのことによってKの補填価格は価値に還元しう

る価格構成要素に変貌したのである。そのことによって転売商品はその販売

以前に総価値が（le＋m＋K）となったのである。つまり，「不変資本がつけ
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加える価値はすでに価格として与えられている」29｝ことになったのである。

かくして，販売開始前の商品価値＝le＋m＋K，総商業価格＝ん＋m＋Kと

なり，「商人〔自身の労働…但馬〕……は，価値も剰余価値も生産しない」30），

とマルクスは言うのである。だが，こう言いながらもさすがに気が答めて

か，「ここでは，彼の不変資本のこの価値を，彼はいかにして維持し保存す

るのか？との疑問が押え切れない」31．，と追記しているのである。このよう

な，いわぽ「生産過程擬制説」32）によってKの補填価格を価値に還元しうる

価格に変換したからこそ，B＞0，　K＞0，　b＝0の場合に「総価値＝総価格命

題」と「定義式命題」とが両立しえたのである。マルクスは，このような誤

りを犯しながらもこの2つの命題の両立を試みたのである。

　ということは，〔部分S〕でも，総価値＝総価格命題を貫きたかったが，

この段階での価格構成分の源泉としてのRealwertは商業資本によって転売

される総商品資本の総価値ぽ＋m）しかなく，しかもK，bを無差別的に

扱う価格規定に従う限り（K＋b）の補填価格はReinnominalwertとして

の販売価格構成分にしかなりえない。勿論，だからといって，定義式をロー

ゼンベルグのように変更するわけにもいかない。かくの如き情況にあったの

であろう。

　〔部分S〕において，マルクスは上のようないわぽ雪隠詰めの窮状にあっ

たのである。だからこそ，肯定文のままで留め置くという暫定的措置をとっ

たのであろう。総価値を超過する価格成分としての商業費用の補填価格につ

いて解決しなけれぽならないと考えていたからこそ，〔部分x〕において，

填補の視座を変更したのである。つまり，商業費用の補填価格に，定義式前

提のもとで価値に基づいた説明を与えること，それが〔部分x〕でのマルク

スの解決すべき課題であったのである。それが出来なけれぽ商業価格の存在

そのものが無意味で不合理なものとなってしまうからである。

　かくして，b＝0の場合のVM＝B＋（B＋K）p「＋Kには上記の意味におい

て「販売価格のこの部分は，……何ら困難を示さない」33）のである。
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　そして，上のように解決されたKがゼロとおかれた後の（ロ）の場合には，b

の補填価格には還元すべきRealwertは絶対に見付からない（何故なら貨幣

額bによって買い入れられたものは「生きている労働の形態で存在する」34）

ものであり，それ自身は価値を持たないからである）のだから「価格の新た

な一構成部分」35）すなわちReinnominalwertとしての補填価格とならざる

をえない。価値論の原則は，「流通は，前もってvorherそれに与えられて

いないものを与えることは決してできない」36）というものであるが，bの補

墳価格はその原則に違反して「流通によって作り出される，すなわち，販売

から生ずる価格構成分」37）となってしまっているのである。このことはま

た，非価値創造労働であるはずの商業賃労働によってあたかも価値が創造さ

れたかに見える「困難な事態」が生じたということでもある。

　本質的な価格規定にのみ焦点をあわせて〔部分x〕の問題展開経路を論理

的順序によって示せぽ以上の如くなろう。

　〔部分X〕における“商業費用の補填価格について価値を基礎とした説明

を与えんとするマルクスの試み”は，かくして挫折したのである。

　『資本論』の実際の展開では，マルクスは〔部分⑨〕において，次のよう

に未解決の問題を場面を変更して再考察する構えを見せている。

　「商人資本に関する一切の問題は，商業資本に特有な諸現象が，まだ独立

には現われず，なお産業資本との直接的関係において，その分枝として現わ

れているという形態で，まず問題を立てて見るということによって，解決さ

れねぽならない。作業場とは異なる店舗として，商業資本は，たえず流通過

程で機能する。したがって，いま問題となっているbは，差当たりまず，

産業資本自身の店舗において研究されねぽならない」38）。

　しかし，〔部分⑨〕では，bの補填価格に即した問題の考察はそれ以上な

されていない。たとえそれが継続的になされていたとしても徒労に終わって

いたであろう。前述したように，商業費用（純粋流通費用）が投下された場

合の販売価格規定は，産業資本家が自らの商人をも兼ねて全面的に流通過程
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を担当したとしても本質的に変化がないからである。『資本論』は，その点

暖昧な形となっているが『草稿⑧』，『要綱』では産業資本が自らの商業的部

分の担当者を兼ねた場合の販売価格規定についての問題が指摘されている。

　まず，『草稿⑧』について。『草稿⑧』を読む場合に注意すべき諸点は以下

の通りである。

　第1。Kとbとを差異的に扱ってはいる。例えば，　Kについて「諸商品の

消費そのものに起因する重要でない部分unbedeutender　Teil」39）と言い，　b

について「形態的に賃労働であるような他人の労働への支払いとして存在す

るところの重要な部分bedeutender　Teil」40）と言っている。しかしながら，

『資本論』にあるようなKの補填価格がKの前もって存在する価値を商人

労働を介して移転されたものとする叙述は，全く見当たらない。この叙述

は，どうやら『資本論』の〔部分x〕に1箇所あるのみのようである。

　第2。『資本論』での「事務所費BUrokosten」41）は，　Kのみを指している

が，『草稿⑧』でのそれはbをも含んでいる場合があること。例えぽ，「事務

所費……，これはすべて紙インク，ペン，切手，店員や出張員の賃金等々

に帰着する」42），というように。

　第3。bの困難性についての指摘も『資本論』ほど明瞭ではないがなされ

ている。「このさい現れる唯一の問題は，事務所の店員や他の成員は形態的

には賃労働者である，ということである。……彼らの労働は商品の価値には

いって行くeingehenのか，また，それはどのようにしてなのか？」43）。し

かもこれは産業資本家が自らの商人である場合の叙述と思われるものであ

る。

　次に『要綱』について。『要綱』で多数の資本の規定が与えられている場

合は，それらの叙述が『資本論』第m巻の「利潤論」（第1－一　III篇），「商業

資本論」（第IV篇）へと整理して収録されたと考えうる44）が，次のものもそ

うである。

　「流通が価値創造であることができるのは，流通で　　生産過程で直接消
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費された労働以外に一他人の労働を新しく充用することが必要であるかぎ

りでだけnurである。このぽあいには，これはあたかも生産過程でさらに

多くの必要労働が直接使用されたぽあいと同じことのようである。現実的流

通費用だけnurが生産物の価値を増大させるが，しかし剰余価値は減少さ

せる」45）（以下、この箇所全体を〔要綱X部分〕と呼称する）46）。

　この箇所についての解説は，筆者によってこれまで数度なされた47）が，

何故かこの箇所に注目する論者が全くないので，念のため解読作表化した

〈第3表〉をあげておこう。

〈第3表〉　〔要綱X部分〕の解読表

v2＝0（但し，　B。＝0，有＝0）の場合
生産過程でさらに多くの必要労働が直接使用された

場合（v2＞0の場合）生
産

過
程
の

場
合

①前貸資本＝々＝q＋V1

②生産物価値＝q＋Vl＋卿

　　　　　　＝々十初

③P’一警

①前貸資本＝々＋V2＝C1＋V1＋V，

②生産物価値＝C1＋V1⊥V2＋幼

　　　　　　＝（々十m）＋v2

③ρ’一☆

現実的流通費用b。＝0（流通で他人

労働を充用しない）の場合

　但し，「不変資本」としての純粋

　流通費用K。＝0とする。

流通で新しく他人労働を充用した場合

（K。＝0，b。＞0の場合）

流
通
過
程
の

場
合

①前貸資本＝々＋B。

②総商品資本の価値＝カ＋幼

③角’一々缶④ΣV。　　＝々（1＋かり＋B。あ’

＝友十m

①前貸資本＝々＋B。＋b，

②総商品資本の価値＝々＋彿

③か’一々．篇．∪④ΣV。　　　＝々（1＋A’）＋（Bo＋bo）か「十bo　　＝（k十m）＋b。

但し，上表においてCl＝不変資本，　Vl＝可変資本，　V2＝追加的可変資本。

　また，生産過程の場合の生産物価値（k＋m）＋v，と流通過程の場合のΣV。＝（々＋m）＋b。

とが「同じことのようである」のである。

　〈第3表〉から明らかなことは，（1）．産業資本家が自らの商人でb。＞0の

場合にのみ総販売価格〉総価値（＝流通の価値創造）が生起するというこ

と。（2）．ということは，K。＞0，　b。＝0の場合には「流通の価値創造」は生
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じていないこと。（3）．一般的利潤率は，ここでも定義式であること。したが

って，多数の資本の叙述における「剰余価値からの控除」，「剰余価値の減

少」，「（産業）利潤からの控除」等の文言は追加的資本の利潤率分母への算

入による一般的利潤率の低下と読み替えて差し支えないこと。勿論，このこ

とは『資本論』第HI巻第IV篇「商業資本論」においても妥当する。（4）．上

記の〔要綱X部分〕からの引用文での下線を附した部分は，実は『資本論』

第III巻第17章の「必要な労働のみnurが商品の価値に入るという法則は，

流通過程ではいかにして己を貫くか」48）という場合の下線部分と同一意味で

あること。このことの解読はすでに拙著でしておいた49）。そして，この

『資本論』における謎のような文言そのものが内容的に〔要綱X部分〕を商

業資本自立化以後の叙述に変形したものであること，もはや自明であろう。

　かくして，マルクスの商業価格規定については，『要綱』→『草稿⑧』→

『資本論』（この間約8年）と表面的な変形があったとはいえ，定義式前提のも

とでは必ず商業費用（純粋流通費用）が総価値をその補墳価格に等しい額だ

け上回ってしまうという説明不可能な困難（『資本論』第III巻第17章の

〔部分S〕でマルクスが当面していた定義式命題と「総価値＝総価格命題」

との両立不可能というもの）に直面し，その困難をなんとかして回避しよう

とする試行錯誤の過程において，Kの補墳価格の価値源泉をKの持ってい

る「前もって存在する価値」に求めるという生産過程擬制説的誤りを犯し，

rb＝0の場合の補填価格には何の困難もない」ことになり，結局，　rb＞0

の場合にのみ総価値く総商業価格という困難が発生する」ということになっ

たのである。注目すべきは，マルクスがこの複雑な問題形成のプロセスの中

で一度たりとも定義式変更の試みをしていないことである。彼にとっては，

総剰余価値÷社会的総資本が「平均利潤率」＝「一般的利潤率」の唯一の計

算式であったのである。『資本論』第II巻あるいは個別資本がその生産物を

その価値通りに販売することが前提されている場合の諸草稿，において明確

に宣言されている「純粋流通費用は，剰余価値からの控除によって墳補され
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る」という原則命題は，競争論（資本一般の範囲内での）には全く登場しな

いし一度たりとも言及されていないのである（仮に文言としては登場してい

たとしても，それは前述のように一般的利潤率の低下という意味においてで

ある）。我々はこの事実を重視しなけれぽならない。第III巻において，総剰

余価値は総利潤（または資本家階級の収入）にしか分解（配）されていない

のである。マルクスの平均利潤率概念のより厳密な解読なしにP一ゼンベル

グ的に安易に修正式に依拠するのは，余りにも学的良心に欠けると言わざる

をえないのである。

　さて，以上をもって筆者なりの第17章における問題展開構造の解析を終

えるが，本項の最後に次の注意をしておく。

　〔部分x〕には「商業資本の本質」50）という爽雑物が混入しており，それが

大いに読者を惑わせている。それは，簡約的に言うと「商業労働は商人自身

がなさねぽならない」＝「b＝0でなけれぽならない」というものである

が，b＞0すなわち商業賃労働者を雇用すると「商業資本の本質」に矛盾す

るので，b＝0を仮定すると「商人資本の無限の分散」51）が生じ「商人資本

の自立化の利益」52）の大半が失われてしまうということによって結局は否定

されてしまう，というなんとも不可思議なものである。「b＝0でなけれぽ

ならない」のではなく，rb＝0の場合には何の困難もない」とマルクスが

生産過程擬制説によって仕組んだからこそ，b＞0の場合に初めて困難な問

題が生じたのである。

　この「商業資本の本質」なるものが〔部分x〕という特殊な問題構成と展

開がなされている箇所のみにおいて仕立て上げられたものであることは，K

とbとが価格規定として無差別的に取り扱われている〔部分S〕の一構成部

分である〔部分④〕における次の叙述から明らかであろう。

　「剰余価値の分け前に与るためには，彼の前貸しを資本として価値増殖す

るためには，商人的資本家は，賃金労働者を使用することを必要としない。

彼の営業と彼の資本とが小さけれぽ，彼自身が彼の使用する唯一の労働者で
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あってもよい」53）。

　見られるように，ここでは商業経営の規模と所有資本量という制約要因の

みがb＝0かb＞0かを選択せしめるのであって，rb＝0でなけれぽならな

い」謂れは全くない。商業労働が本来的に資本家労働であるにしてもであ

る。事実，マルクスは〔部分X〕以外の箇所では，商業賃労働者の雇用を決

めるのは営業規模であることを強調しており，rb＝0でなけれぽならない」

などという無茶は，どこにおいても言っていないのである。

　また，もし，マルクスの言う意味での「商業資本の本質」とb＞0とが矛

盾するなら，産業資本家が自らの商人で彼等が全面的に売買過程を担当して

いる段階でも同じ矛盾が生じなけれぽなるまい。何故なら売買は本来資本家

本人の機能・業務であり商業的賃労働者を雇用しなくてもよいからである。

ところが，マルクスによるそのような矛盾の指摘はどこにもない。（店舗ま

たは事務所における）商業的業務の量的拡大が「その業務のための労働者の

雇用」あるいは「自立した商業資本への売買業務の委譲」のどちらかを強要

する，という程度のことしか言っていないのである。

II　一③．基本的諸仮定の設置

鶴野氏との論争にあたって，次のような諸仮定を設置しておく。

（1）生産期間＝労働期間

（2）産業資本の年回転数二1

（3）固定資本二〇

（4）　m／v＝1

（5）信用制度捨象

（6）商業段階は1段階のみで，卸売商業資本（商品取引資本）のみが存

　在。

⑦　商業資本は，基本的には総産業資本の生産するすべての商品の転売者

　であるということ。但し，次の存在を捨象する。仔）．「不変資本」とし
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　ての商業費用Kによって購入される現物形態としての机通信機器，

　筆記用具等については，転売するわけではないので，それらの生産者

　（部門）の存在を捨象する。（ロ）．「可変資本」としての商業費用bによっ

　て雇用される商業賃労働者によって購入される生活諸手段は商業資本の

　仲介・転売が可能であるが，この生産者（部門）についても捨象する。

　　げ），（ロ）の2つの仮定によって，商業資本によって前貸しされる貨幣額

　としてのK，bの存在は認めるが，その貨幣額によって購入される現物

　がないということになり，この点は鶴野氏との論争点の1つとなりそう

　であるが，理由の詳細は後述する。

（8）再生産過程が同一規模で恒常的・連続的に運営されるためには，様々

　な変動準備金（資本）が必要であるが，流通期間の長さに制約されるも

　のとしての生産継続準備金（資本）以外のもの（例えぽ，価格変動準備

　金等）については，捨象する。

⑨　商業資本家の個人的消費のための消費手段の生産部門の存在の捨象。

　〔注〕

1）　拙稿「価値の商業価格への転化における困難（1）～（3）」，『岐阜経済大学論集』第

　13巻4号（1979年12月），第14巻2号（1980年6月），第14巻3号（1980年9月）。

2）　同氏著『商業資本と経済学』梓出版社，1988年11月。はしがきii頁。

3）　『経済学批判要綱』（以下，『要綱』と略称）の引用箇所は，Karl　Marx，“Grund・

　risse　der　Kガ励der　politiSchenδflonomie”Dietz　Verlag，　Berlin　1974と高木幸

　二郎監訳『経済学批判要綱』大月書店，1961年のページによって示し，Gr．，　S．…；

　訳…頁のように略記する。

　　尚，『要綱』は，新メガII／1・1，1・2の2分冊に収められているが，内容的に大

　同小異であり，またII／1・2の邦訳も未刊行であるので，本稿では旧版『要綱』に

　依拠した。

4）　新メガII／3・5からの引用箇所は，　Karl　Marx，“Zurκガ励der　Politischen

　δkonomie（Manuskript　1861－1863）”（MEGA　2　Abteilung　Band　3－5），　Dietz

　Verlag，　Berlin　1980と資本論草稿集翻訳委員会訳『マルクス資本論草稿集⑧』大

　月書店，1984年のページによって示し，MEGA，　II／3・5，　S．…；『草稿⑧』，…頁の

　ように略記する。
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5）　前掲『商業資本と経済学jl56頁。

6）梅村二郎訳，ローゼンベルグ『資本論註解』第六巻，魚住書店，1962年，398

　頁。尚，本書は1931年発行の原書，いわゆる旧版の翻訳である。その新版は，エ

　ス・エリ・ヴィゴドスキーの編集によって1961年に出版され，邦訳は副島・宇高訳

　『資本論注解』全5巻，青木書店．1962年がある。ローゼンベルグの見解を知るた

　めには旧版の方がむしろ便利である場合が多いと思われる。

7）マルクスの消費者概念についての興味ある叙述が『草稿⑧』にある。すなわち，

　以下の通り。「消費者とはだれなのか？　産業的消費者industr輌eller　Konsument

　と個人的消費者individueller　Konsumentである。産業的消費者とは資本家自身

　と労働者である。……個人的消費者とは　　利潤（利子，地代）および召使たち

　Retainersである」（MEGA，　II／3・5，　S．1717；『草稿⑧』，276頁）。このように，こ

　こでは賃金労働者が産業的消費者の中に含められているのである。勿論，筆者がこ

　こで「個人的消費者」と言っているのは通常の意味においてである。尚，マルクス

　は「流通の中で消費される商品〔純粋の流通過程すなわち売買過程促進のために消

　費される商品のこと…但馬〕は産業的消費からも個人的消費からも除外entziehen

　されている」（同，S．1694；238頁），と規定している。したがって，商業資本によ

　って商業業務のために消費される諸商品（＝現物形態における「不変資本」として

　の商業費用）の消費行為は，価値規定に関しては不生産的消費であり，その面では

　通常の意味における個人的消費と共通であるが，他面では，個人的消費とは異な

　り，企業活動の一環なのである。

8）　K，III，　S，288；岩HI－343頁。『資本論』からの引用箇所は，　Karl　Marx－Friedrich

　Engels　Werke（ME．W．），　Bd．23，24，25．　Dietz　Verlag，　Berlin　1973と向坂逸郎

　訳『資本論』全4冊，岩波書店，1976年のページによって示し，それぞれをK．，

　III，　S．…；岩HI－…頁のように略記する。

9）　ここでは，邦訳ページとして，最も普及していると思われる全集版のものを掲げ

　た。

10）MEGA，　II／3・5，　S．　1593；『草稿⑧』，77頁。

11）MEGA，　II／3・4，　S．1260；『草稿⑦』，96頁。この箇所は，『剰余価値学説史』か

　らのものであるが，r学説史』そのものは，その全てが新メガとして出版されたの

　で，本稿では典拠として新メガの方を採用する。尚，本書は，Karl　Marx，“Zttr

　κ崩左der　Politiscllen　Ohonomie（Manuskript！861－1863）”（MEGA　2　Abtei・

　lung　Band　3－4），　Dietz　Verlag，　Berlin　1979と資本論草稿集編集委員会訳『マル

　クス資本論草稿集⑦』大月書店，1982年であり，先のように略記して引用箇所を

　示す。

12）MEGA，　II／3・4，　S．1275；『草稿⑦』，117頁。
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13）

14）

15）

16）

20）

21）

22）

23）

24）

25）

26）

27）

28）
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　果』からのものであるが，

　本稿では，新メガの対訳が未刊行であるので，原文は新メガ，翻訳は儲結果』に

　ついてのものを利用することとした。尚，引用箇所は，Karl　Marx，‘tZur　Kniik

　der　Politischenδleonomie（Manuskript　1863－1867）”（MEGA　2　Abteilung　Band

　4－1），Dietz　Verlag，　Berlin　1988と岡崎次郎訳『直接的生産過程の諸結果』大月書

　店（国民文庫版），1970年のページ数で示し，それぞれを前記のように略記して表

　示する。

17）　Gr．，　S．551；訳608頁。

18）　K，III，　S．853；岩IV－1056頁。

19）ME．W．，　Bd．32，　S．70；岡崎次郎訳『資本論書簡（2）』大月書店（国民文庫），

　1971年，136頁。

　　K，III，　S．298；岩III－356頁。

同上。

同上。
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